
 

 

相模原市監査委員公表第１５号  

 

地方自治法(昭和２２年法律第６７号)第２５２条の３８第６項の規定により、令

和元年度、令和５年度及び令和６年度の包括外部監査の結果に基づき措置を講じた

旨、市長から通知があったので、当該通知に係る事項を次のとおり公表する。 

 

令和７年８月２７日 

 

 

相模原市監査委員 岩 本   晃 

 

 

同        橋 本 愼 一 

 

 

同        寺 田 弘 子 

 

 

同        鈴 木 秀 成 
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１ 特定の事件(令和元年度) 

委託に関する財務事務の執行について 

２ 監査対象部局 

  平成３０年度に委託事業を実施している関係各課 

３ 措置に係る通知日 

  市長から通知があった日  令和７年８月２０日 

４ 監査の結果及び講じた措置の内容 

監査の結果【指摘事項】 措置の状況 

【さがみはらグローバル展開事業業務

委託(産業支援・雇用対策課)】 

仕様書の見直しについて 

 業務委託仕様書に、業務管理のため

の業務計画書の作成・提出期限の記載

や、業務実績報告書の提出形態等につ

いての記載がない。このため、委託業

務が市の期待するものとなるか否かが

不確かな状況となっている。業務委託

仕様書の記載が不十分であり、事務を

改善する必要がある。 

 また、本事業の予定価格の決定の

際、業者見積を市は徴取しているが、

この見積書は、市が積算した金額を公

益財団法人相模原市産業振興財団(以下

「産業振興財団」という。)に通知し、

その金額を所与として産業振興財団が

作成したものである。市と産業振興財

団とは別組織であり、契約によって定

められた委託者と受託者であるという

事実に沿った事務を行う必要がある。 

(報告書 １１６～１１７頁) 

【さがみはらグローバル展開事業業務

委託(産業支援・雇用対策課)】 

仕様書の見直しについて 

本業務は、委託業者である産業振興

財団との定期的な打ち合わせ等によ

り、事業の進捗状況の把握、業務実績

報告書等の提出形態や時期等の調整を

行っていたが、仕様書には委託業務を

管理するための書類等の提出に関する

記載を行っていなかった。 

 現在、同様の業務委託を行う際、契

約事務の手引きに基づくチェックリス

トを作成し、市が委託業務を管理する

ために必要な書類等に関して、仕様書

に記載漏れが無いよう確認を行ってい

る。 

また、本業務は、一者随意契約によ

り産業振興財団に発注しており、市が

積算した予算額に基づき、産業振興財

団が予算額に応じた事業規模で見積書

の作成を行っていた。当該事業を再度

実施する予定はない状況であるが、今

後、同様の業務委託を実施する場合に
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は、市と産業振興財団は契約によって

定められた委託者と受託者であるとい

う立場を改めて認識し、事務を行って

いく。 
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１ 特定の事件(令和５年度) 

ＤＸ戦略を踏まえた情報システムの財務事務の執行及び情報セキュリティ等の 

管理体制について 

２ 監査対象部局 

  市長公室(ＤＸ推進課、広聴広報課)、財政局(財政課、資産税課)、総務局人

事・給与課、こども・若者未来局(保育課、子育て給付課)、都市建設局土木部

路政課、議会局政策調査課 

３ 措置に係る通知日 

  市長から通知があった日  令和７年８月２０日 

４ 監査の結果及び講じた措置の内容 

監査の結果【指摘事項】 措置の状況 

【ＩＴ関連の外部委託契約書の見直し

について(ＤＸ推進課)】  

  相模原市において調達時・運用時の

情報セキュリティ対策として、外部委

託先等に対する指導・監査について、

その根拠が契約書等に記載がない等の

理由により、行われていないとの記載

がなされていた。 

委託契約書上は、相手先への調査権

限を記載するとともに、特に情報セキ

ュリティ上情報資産を相模原市と同一

のものを取り扱う業務委託先において

は、内部・外部監査を義務付けたり、

場合によっては相模原市や相模原市が

指定する外部の監査団体に情報セキュ

リティ監査を義務付けることができる

旨の条項を契約書に記載すべきであ

る。 

(報告書 ４５頁) 

【ＩＴ関連の外部委託契約書の見直し

について(ＤＸ推進課)】  

相模原市では契約書内の「個人情報

の取扱いに関する特記事項」におい

て、相手先への監査に関する規定を記

載していたが、個人情報に限らないセ

キュリティ対策について市が監査を義

務付けることができる旨の記載がされ

ていなかった。 

このため、令和６年４月より、ＩＴ

関連の業務委託契約を締結する際に、

相手方と協議のうえで、約款に市が監

査等を実施することができる旨を記載

することとした。 
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１ 特定の事件(令和５年度) 

ＤＸ戦略を踏まえた情報システムの財務事務の執行及び情報セキュリティ等の 

管理体制について 

２ 監査対象部局 

  市長公室(ＤＸ推進課、広聴広報課)、財政局(財政課、資産税課)、総務局人

事・給与課、こども・若者未来局(保育課、子育て給付課)、都市建設局土木部

路政課、議会局政策調査課 

３ 措置に係る通知日 

  市長から通知があった日  令和７年８月２０日 

４ 監査の結果及び講じた措置の内容 

監査の結果【指摘事項】 措置の状況 

【公共施設予約システム(さがみはらネ

ットワークシステム)における契約違反

条項について(ＤＸ推進課)】  

 さがみはらネットワークシステムの

「公共施設予約システム開発・保守・

運用業務委託」契約において、第３条

(権利義務の譲渡等)において「第三者

に譲渡し、又は承継させてはならな

い。ただし、あらかじめ、発注者の承

諾を得た場合は、この限りではない。」

と規定されている。 

 しかるに、２０２１年(令和３年)４

月１日に富士通株式会社は富士通ＪＡ

ＰＡＮ株式会社に権利譲渡されてお

り、それに先立ち２０２１年 (令和３

年)１月２８日に吸収分割契約書が富士

通株式会社と富士通ＪＡＰＡＮ株式会

社との間でかわされている。 

 これに伴い、相模原市においては、

従来からある当該契約が、あたかも社

【公共施設予約システム(さがみはらネ

ットワークシステム)における契約違反

条項について(ＤＸ推進課)】  

本契約において、権利譲渡前である

令和３年３月に富士通株式会社より市

に対して連絡があった際、社名変更と

誤認して処理を行っていた。 

このため、当時提出された吸収分割

契約書から承継の事実が確認でき、変

更届により適正な相手方が確認できる

ことなどの状況を総合的に踏まえ、令

和６年３月に提出済書類及び新たに作

成した経緯書をもって第３条に定める

承諾行為に代えることとした。 
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名変更のケースと同様に「自動的に」

承継され、なんらの手続きも存在して

おらず、本契約第３条に抵触する事例

である。  

 本件契約第３条は、一般に「エスク

ロウ条項」というもので、契約してい

た会社が倒産等により事業譲渡される

場合に、発注者が望まない新たな契約

者に業務が行われることを避けるため

のもので、近時は、日本政府等が望ま

しいと思われない国の企業に契約先企

業が買収され、住民の個人情報や地方

公共団体の政策の詳細が他国に漏洩す

ることを避ける場合にも使われるもの

である。本件においては、そのような

事実は考えられないが、事業譲渡によ

りこれまでの業務内容や担当者の変更

があるのか、契約の手続きや体制に変

化はあるのかを把握し、相模原市内部

で協議をし、その結果を文書化するこ

とが必要であったと考えられる。 

(報告書 ７６～７７頁) 
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１ 特定の事件(令和５年度) 

ＤＸ戦略を踏まえた情報システムの財務事務の執行及び情報セキュリティ等の 

管理体制について 

２ 監査対象部局 

  市長公室(ＤＸ推進課、広聴広報課)、財政局(財政課、資産税課)、総務局人

事・給与課、こども・若者未来局(保育課、子育て給付課)、都市建設局土木部

路政課、議会局政策調査課 

３ 措置に係る通知日 

  市長から通知があった日  令和７年８月２０日 

４ 監査の結果及び講じた措置の内容 

監査の結果【指摘事項】 措置の状況 

【相模原市道路情報管理システム(ＳＲ

ＩＭＳ)の保守委託契約書の内容につい

て(路政課)】  

 相模原市道路情報管理システムの保

守は株式会社インフォマティクスに委

託され実施されている。 

 その中で、実際の保守に関する具体

的なサポート対応に関しては、応答サ

ポート一覧表 (Excel 媒体 )に記載さ

れ、所管課と保守業者でやり取りがな

されている。当該サポート一覧表にお

いて、保守点数の記載があり、電話等

にて技術的サポートを受けたのち、職

員での対応が困難なものについては、

年間１５点までの保守点数を消費して

対応している。主な消費の内容は以下

の通りである(サンプリング抜粋)。 

・土砂災害警戒区域に重なっている住

所情報を csv 出力 保守点数２点 

・調書平面図・台帳の取り込み作業依

【相模原市道路情報管理システム(ＳＲ

ＩＭＳ)の保守委託契約書の内容につい

て(路政課)】 

令和６年度の契約書において、「属性

項目の修正及び追加作業」、「調書平面

図・台帳の取り込み作業」など作業内

容に応じて消費する保守点数の基準を

定め、１人工/日を原則１点として年間

の保守点数と運用方法を明記した。 
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頼 保守点数２点  

・組織改編の課名変更に伴うシステム

改修(ユーザＩＤの新規登録、廃止及び

登録情報の変更以外の作業)保守点数

３．５点 

 当該保守点数は、業者の作業負担量

等を考慮した上で、所管課と保守業者

とのやりとりで随時決定されており、

契約書含め関連書面を閲覧した所、当

該実務運用に関する記載はなかった。

相模原市側の人事異動・保守業者の担

当者変更で当該内容が変わる可能性も

あることから、今後のトラブル防止の

ため、契約書または覚書等で当該運用

と消費する保守点数の基準について文

言で明記することが望ましい。 

(報告書 １５１～１５２頁) 
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１ 特定の事件(令和６年度) 

公共施設管理に係る財務事務の執行について 

２ 監査対象部局 

  令和５年度に公共施設管理事業を実施している関係各課 

３ 措置に係る通知日 

  市長から通知があった日  令和７年８月２０日 

４ 監査の結果及び講じた措置の内容 

監査の結果【指摘事項】 措置の状況 

【「固定資産一覧表」(当初提出版)の提

出について(下水道経営課)】  

 「固定資産一覧表」の内容を確認し

たところ、「固定資産一覧表」ファイル

の 1301210101 管路施設シートで、帳簿

原価が「５０」と入力されている箇所

を７２件、帳簿原価がブランクになっ

ている箇所を１件確認した。所管課に

確認依頼したところ、所管課から上記

の７３件(＝７２件＋１件)についてシ

ステムのバグが見つかり、業者に依頼

して修正したという説明があった。 

決算時に「固定資産一覧表」ファイ

ルを確認していれば、システムのバグ

は早期に発見できたと考えられる。今

後の決算時等における確認作業が必要

である。 

(報告書 ２５８頁) 

【「固定資産一覧表」(当初提出版)の提

出について(下水道経営課)】  

企業会計システムの固定資産一覧表

出力に関する開発ベンダーが設定した

プログラムのミスに気づかなかったこ

とにより、レコードの区切り位置がず

れていたため、項目ずれが生じてい

た。 

 令和６年度中に開発ベンダーによる

プログラムの修正を行い、過年度の固

定資産一覧表が正しく出力されること

を確認した。 

令和６年度の決算作業時より、出力

する固定資産一覧表について、内容に

誤りがないか複数名で確認することと

した。 
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１ 特定の事件(令和６年度) 

公共施設管理に係る財務事務の執行について 

２ 監査対象部局 

  令和５年度に公共施設管理事業を実施している関係各課 

３ 措置に係る通知日 

  市長から通知があった日  令和７年８月２０日 

４ 監査の結果及び講じた措置の内容 

監査の結果【指摘事項】 措置の状況 

【「固定資産一覧表」(再提出版)の提出

について(その１)(下水道経営課)】  

  再提出された令和５年度「固定資産

一覧表」ファイルと令和５年度「下水

道事業会計決算書」の貸借対照表に計

上されている資産の帳簿価額とを比較

したところ、構築物、機械及び装置、

リース資産が不一致であった。 

今後、毎期の決算時に、「固定資産一

覧表」と「下水道事業会計決算書」と

の整合性を確認する手続きを組み込む

ことが必要である。 

(報告書 ２５８～２５９頁) 

 

【「固定資産一覧表」(再提出版)の提出

について(その１)(下水道経営課)】  

 過年度に完成した管路設備につい

て、認識誤りにより勘定科目を誤って

電気設備及びポンプ設備として計上し

ていたため、帳簿価額の錯誤が生じて

いた。 

 令和６年度に振替伝票による勘定科

目の更正を行い、固定資産一覧表と一

致していることを確認した。 

 また、過年度に固定資産台帳に登録

したリース資産について、認識誤りに

より減価償却費を過少に計上していた

ため、減価償却累計額の錯誤が生じて

いた。 

 令和６年度に振替伝票による更正を

行い貸借対照表と一致していることを

確認した。 

令和６年度の決算作業時より、出力

する固定資産一覧表と貸借対照表に不

一致がないか複数名で突合する手続き

を行うこととした。 
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１ 特定の事件(令和６年度) 

公共施設管理に係る財務事務の執行について 

２ 監査対象部局 

  令和５年度に公共施設管理事業を実施している関係各課 

３ 措置に係る通知日 

  市長から通知があった日  令和７年８月２０日 

４ 監査の結果及び講じた措置の内容 

監査の結果【指摘事項】 措置の状況 

【老朽化する下水道管等に対する適切

な更新費用の計算の一部未実施につい

て(下水道経営課)】  

 相模原市の下水道事業に関する維持

管理計算については、外部委託業者に

外注し、根拠となる各種手引き等に従

い、その耐用年数や機能の重要度を勘

案して長寿命化に向けた計画的な改

築・更新を行うこととされている。「相

模原市下水道施設維持管理計画」(平成

２６年３月)において、旧相模原市域に

ついては記載されているが、合併した

旧４町(津久井町、相模湖町、城山町、

藤野町)についての記載がみられないた

め所管課に聞いたところ、旧４町の管

路情報が電子化されていなかったた

め、一部管路については計画に含まれ

ていないという回答があった。 

したがって、計算の一部が含まれて

いないことは、更新費用の金額自体の

精度が低いことにつながる。「相模原市

下水道施設維持管理計画」に関して

は、再度、現在の状況を踏まえ、精度

【老朽化する下水道管等に対する適切

な更新費用の計算の一部未実施につい

て(下水道経営課)】  

平成２６年３月の計画策定時に旧４

町の管路情報が電子化されていなかっ

たため、市内の全ての管路情報データ

を含んでいなかった。 

 旧４町の管路情報の電子化を進め、

現在の状況を踏まえた全市の管路施設

等を含めた計画として、令和７年３月

に「相模原市下水道施設維持管理計

画」を改定した。 

引き続き、現在の計画的な維持管理

の実施状況や下水道事業の取巻く状況

の変化がある場合には、適宜見直しを

図る。 
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を上げる必要がある。 

(報告書 ２７１～２７２頁) 

 

 


